
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は、当初予算に計上された額である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　３　平成２２年４月１日現在の数値は集計中のため、平成２１年４月１日時点の数値を掲載しております。

（参考）

20年度の人件費率

％

19.5

Ｂ／Ａ

給与費 B/A

千円

人 件 費

34,051,387

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（21年度末）

紀の川市の給与・定員管理等について

人 件 費 率

14.7

21年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円

区　　分

　　　　　千円

609 2,390,881 356,364

職員数

22年度

　　　　　　Ａ

人

人　

一人当たり

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

職員手当

　　　　　千円 ％

667,946 5,003,631

3,652,901 5,998

実 質 収 支

　　　　　　Ｂ

68,247

千円

給　 料

千円千円

905,656
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２２年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

②技能労務職

　　　　

歳 円 円

歳 円 円

（2) 職員の初任給の状況（２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 - －

　 （注）　初任給の金額については、人事院勧告の状況により４月１日に遡って変更となる場合があります。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

- - -

- - -

415,429和歌山県 338,847

330,62143.0 382,654

42.8

技能労務職

一般行政職

紀の川市

平均給料月額区　　分 平均年齢 平均給与月額

172,200

144,500

300,020 355,333

141,900

140,100

277,920 319,300

紀の川市 国

178,800 172,200

経験年数１５年 経験年数２０年

和歌山県区　　　　　分

140,100

135,600

122,400

高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒

255,838

一般行政職

技能労務職

高　校　卒

区　　　　分

中　学　卒

大　学　卒

経験年数１０年

※　技能労務職については、対象者が少数のため記載なし

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

紀の川市 46.8 315,388 369,664

和歌山県 49.8 343,974 387,297

高　校　卒 211,900

中　学　卒

2



３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２２年４月１日現在）

（注）１　紀の川市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　（（注）平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

１　　級

　現在は、１年間の勤務成績を総合的な判断の中で昇給への反映を実施。　今後は、より詳細な判定基準を
設けるために、平成２０年度から始めた人事評価制度の試行を進めているところであります。

係長

13.4

課長補佐

３　　級

４　　級

２　　級 主事

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

61

128

　　　　　　　　人

37

　　　　　　　　人

構成比

　　　　　　　　％

11.8

28.1

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

8.1

　　　　　　　　％

17.1

78 17.1

職員数

54

20
主事

　　　　　　　　人

標準的な職務内容

　　　　　　　　％

4.4

78

５　　級

７　　級

主幹

課長

区　　分

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

６　　級

理事、部長、次長

１級, 4.4% １級, 3.5%

２級, 13.4%
２級, 20.0%

３級, 28.1%
３級, 24.8%

４級, 17.1%
４級, 16.8%

５級, 17.1% ５級, 14.8%

６級, 11.8% ６級, 11.8%

７級, 8.1% ７級, 8.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

3



４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２１年度支給割合） （２１年度支給割合） （２１年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】 勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（２２年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（２２年４月１日現在）

千円

　円

　％

47.50

59.28

定年前早期退職特例　２％～２０％加算

月分59.28

伝染病処理手当

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

支給対象職員数

月額10,000円

行旅病人及び死亡人取扱手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度）

作業従事職員清掃業務手当

手当の名称 主な支給対象職員

動物の死体処理手当

作業従事職員

作業従事職員

月分

41.34

59.28

59.28

月分

30.55

85,000

8.0

4,591

作業従事１回につき１，０００円

作業従事１回につき病人１，０
００円、死亡人2,000円

4

和　　歌　　山　　県

１人当たり平均支給額（２１年度）

国

―

管理職加算　１０～２０％

紀　　の　　川　　市

１人当たり平均支給額（２１年度）

国紀　　　の　　　川　　　市

管理職加算　１０～２０％

1.40

0.70

役職加算　５～２０％

1.40

役職加算　５～２０％

0.701.5 1.5

紀の川市は非支給地域となっております

1,708

10,112

41.34

23.50

33.50

24,774

47.50

0

国の制度（支給率）

支給実績（２１年度決算） 0

支給率

支給実績（２１年度決算）

左記職員に対する支給単価

作業従事１回につき１，０００円

作業従事職員

動物の死体処理

主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

手当の種類（手当数）

伝染病感染予防作業等

行旅病人、死亡人の取
り扱い業務

1.40

0.70

役職加算　５～１５％

23.50

1.5

一般廃棄物の収集、処理業務

　現在は、勤務成績による勤勉手当の成績率への反映は未実施（休職者等は除く。）　今後は、職員個々の勤
務成績をより公正に勤勉手当へ反映させられるよう、平成２０年度から始めた人事評価制度の試行を進めてい
るところであります。

59.28

59.28

定年前早期退職特例　２％～２０％加算

33.50

月分30.55

2.75 2.75 2.75

1,450

4



 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

（6) その他の手当（２２年４月１日現在）

５　特別職の報酬等の状況（２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

月分

月分

　　 （算定方式） （支給時期）

る職員に定額を支給

（30,000円～80,000円）

62,775

679,000

区 分

宿日直手当
職員が勤務した場合支給

　一般の宿日直　　4,200円

給
料

市区町村長

副 議 長

410,000

６７９，０００円×在職月数×２５．８/１００

3.1
　　（２１年度支給割合）

年末年始の
支給額

報
酬

期
末
手
当

議 長

副 市 長

議 員

議 長

副 議 長

市区町村長

副 市 長

住居手当

１　住居を借り受け月額が

　（借家）　最高27,000円

給 料 月 額 等

異なる 80,580

　年末年始　　　　　8,400円

宿日直勤務を命ぜられた

6,527千円

通勤手当

で、交通機関を利用し、あ

るいは交通用具を使用し

て通勤している職員

　　限度額　　　55,000円

通勤距離が片道２ｋｍ以上

　（そのうち１人については、

　　配偶者がいない場合　　

　 １１，０００円

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

管理職手当 異なる

236,986

（２１年度決算）
平均支給年額

129,537

支給職員１人当たり
（２１年度決算）

316

国の制度と国の制度
との異同

30,634千円

83,893千円

自宅を所有
している職
員への支給

20,627千円

　　（２１年度支給割合）

88,200千円

3.1

194,594

８０５，１００円×在職月数×４３．３/１００

805,100

460,000

370,000

扶養手当

2　配偶者以外の扶養親族

 　　　　　　　　　６，５００円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

支給実績
異なる内容内容及び支給単価

任期毎

任期毎
退
職
手
当

備　　　　考

異なる

同じ

市区町村長

議 員

副 市 長

手　当　名

支給額

１　配偶者　　１３，０００円

同じ

　（自宅）　　　　2,500円

２　自宅を所有している職員

３　満16歳から満22歳の子

　　　　　　　５，０００円加算

469,149

管理又は監督の地位にあ

　　12,000円を超える家賃

　　を支払っている職員
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（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

６　職員数の状況
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（２２年４月１日現在）

　

・組織・機構改革による減

・退職者不補充による減

平成２１年 平成２２年

職 員 数

主 な 増 減 理 由

病院

水　道

下水道

▲ 5

対前年
増減数

1 1

・退職者不補充による減

0

34

158

75

55

78

163

▲ 3

35

54

146 148

▲ 1

2

・退職者不補充による減

・組織・機構改革による減

・分担変更に伴う増

▲ 4

▲ 13

66

523

0

38

税　務

民　生

衛　生

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

総　務

特
別
行
政
部
門

消　防

66

教　育

536

0

土　木

小　計

42

66

0

[       731       ］ [     ７３１  ］

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

16

[       731       ］

69

671 658

69

15

25 27

小　計

その他

▲ 13

商　工

7

8

議　会

一
般
行
政
部
門

66 0小　計

8

労　働

農　林

8

▲ 1

0

24 ▲ 1 ・人事異動等による減

合　　計

0

・人事異動等による減▲ 1

・権限委譲等に伴う増2

0

▲ 1

・人事異動等による減

3 3 0

25

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①紀の川市職員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要
※計画策定が２３年度からのため、年次実績はまだありません。 （各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、２３年～２７年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　給与費は、当初予算に計上された額である。

イ　 特記事項

23年

１年目

22年

計画始期

職員数

～

16

未満

20歳 20歳 52歳

～ ～

５年目

59歳23歳

計

　　　　（　　％）

―

～

48歳

～

56歳

人人

　　　　（　　％）

60歳

6580

（参考）

数値目標

―

　　　　（　　％）

―

数値目標

平成27年4月1日の職員数600人以内

計画期間

1

24歳 28歳

人 人人

～

27歳 31歳 35歳

～

32歳 36歳

～

39歳

人人

5 50 103

人人

24年

職員数

増 減

　　　　　　Ａ

職員数

教　育

総費用

消　防

公 営 企 業

増 減

２１年度

計

Ａ  

平 成 23 年 度

千円　

一般行政

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

区　　分

増 減

増 減

純損益又は実

166,856

給　 料 職員手当

195,244

区　　分

1,173,103

　　　　千円

増 減

658

　質収支

総費用に占める

職員給与費比率

始　期

区　分

職員数

～

40歳

43歳 47歳

人

終　期

平 成 27 年 度

２5年

２年目

　　　　（　　％）

―

20年度の総費用に
占める職員給与費比

率

一人当たり

　　　　　千円

　　　　給与費 　　B/A期末・勤勉手当

千円

150,576

人

千円　

　　計　　Ｂ

％

7,171

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

15,854

千円

21

千円

37,654
２２年度

97,068

　　　　　　Ｂ／Ａ

14.2

％

13.8

（参考）

千円

職員数

Ｂ　

職員数

職員数

103 68 74 75 8974

２7年

３年目

―

２6年

　　　　（　　％）

４年目

以上

人

44歳

人

～

51歳 55歳

計

人
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② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２２年４月１日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２１年度）

千円　

（２１年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（２２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

1.40

0.70

紀　　　　　の　　　　　川　　　　　市

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

2.75

1.5

支給実績（２１年度決算）

27,746

役職加算　５～１５％

支給率 一般行政職の制度（支給率）支給対象職員数

33.50

47.50 59.28

59.28

-

紀の川市は非支給地域となっております

支給対象地域

370,925

紀　　　　　の　　　　　川　　　　　　市

平均月収額基本給　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

1,793

47.9紀 の 川 市

59.28

定年前早期退職特例　２％～２０％加算

30.55

41.34

23.50

448,238

8



エ　特殊勤務手当（２２年４月１日現在） 合併時より廃止となっております。

支給実績（２１年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度） 　％

手当の種類（手当数）

オ　時間外勤務手当
千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

（6) その他の手当（２２年４月１日現在）

     4,200千円

      118,000円

    49,000円

466,667円

     354千円

     882千円

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

5,234

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

手当の名称

支給職員１人当たり国の制度と 支給実績

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

国の制度
平均支給年額
（21年度決算）

異なる内容 （21年度決算）手　当　名 内容及び支給単価 との異同

主な支給対象職員

  4,133千円       275,533円

327

扶養手当

　　　　　　　　　 １１，０００円

　　配偶者がいない場合　　

１　配偶者　　１３，０００円

同じ

３　満16歳から満22歳の子

　　　　　　　５，０００円加算

　（自宅）　　　　　2,500円

　　12,000円を超える家賃

　　を支払っている職員

　（借家）　　最高27,000円

２　自宅を所有している職員

2　配偶者以外の扶養親族

 　　　　　　　　　　　６，５００円

支給額

同じ

で、交通機関を利用し、あ

るいは交通用具を使用し

て通勤している職員

　　限度額　　　55,000円

異なる

自宅を所有
している職
員への支給

通勤手当

通勤距離が片道２ｋｍ以上

管理職手当

管理又は監督の地位にあ

る職員に定額を支給

（30,000円～80,000円）

住居手当

１　住居を借り受け月額が

異なる

　（そのうち１人については、
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